








7
14

18
8

11

14







 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 























  



  

  















3-1 

 

第３章 コンクリート開水路の変状と要因 

３．１ 総 論  

 

コンクリート開水路の変状は、その発生過程や要因により「初期欠陥」、「劣化」、「損傷」に区分さ

れる。 

また、変状の要因は、「材料・設計・施工の要因（内的要因）」と「環境の要因（外的要因）」に大

別される。 

 

 

【解説】 

農業水利施設は、ダムやため池などの水源施設、河川などから用水を取り入れる頭首工、幹線用水

路、支線用水路、末端用水路、主要分水工や末端分水工などから構成される用水施設と、末端排水路、

支線排水路、幹線排水路、排水樋門、排水機場などから構成される排水施設に大別される。用水施設

と排水施設では、使用状況が大きく異なるため、同一地区であっても発生する変状が異なる場合があ

る。また、農業水利施設は営農と密接に関連して機能を発揮しており、営農時期のみ取水を行う地区、

通年で取水を行う地区など、使用状況も様々である。さらに、同一の地区内であっても、例えば、河

川から取水直後の幹線水路と末端水路では、流量や流速、流水内に含まれる土砂の量など施設の置か

れる状況が大きく異なり、現れる変状も様々である。 

これらの農業水利施設の置かれている様々な状況を理解した上で、変状とその要因を把握する必要

がある。 

コンクリート開水路に生じる変状は、供用年数、施設構造、地域特性、水利用形態などにより変状

の内容や形状・発生部位、変状の進行過程が異なる。以降では、国営造成水利施設におけるコンクリ

ート開水路の変状発生実態の分析などを通じて得られた変状の特徴と、その要因について解説する。 

 

（１）変状区分 

１）初期欠陥 

初期欠陥は施工時あるいは竣工直後に発生したひび割れや豆板、コールドジョイントなど、主と

して不適切な施工に起因する変状である。本書では、コンクリート開水路における発生実態や変状

が及ぼす施設への影響を考慮し、①乾燥収縮によるひび割れ、②施工中の初期段階に生じたひび割

れ（温度ひび割れ）、③豆板、④コールドジョイント、⑤かぶり不足（鉄筋露出）に分類する。 

 

２）劣化 

  劣化は、①摩耗、②凍害、③アルカリシリカ反応、④化学的侵食、⑤中性化、⑥塩害に大別され

、これらを劣化機構と称す。コンクリート開水路に最も特徴的な劣化機構は摩耗である。 

劣化は初期欠陥や損傷と異なり進行性を有することが特徴的である。また、複数の劣化機構が影

響している「複合劣化」が発生していることも多い。そのため、コンクリート開水路の支配的な劣

化機構を特定するためには、それぞれの劣化機構の基本的事項を理解する必要がある。 

 

３）損傷 

損傷は、地震や衝突など偶発的な外力、又は過荷重や不同沈下など水路使用環境の変化等により

生じる。 

本書では、①コンクリート部の損傷と、②目地部の損傷に大別し、目地部の損傷は目地材と止水

板（目地材及び止水板に起因する損傷）に分類する。 

コンクリート部の損傷は偶発的な外力等が取り除かれれば、その後、進展することはないが、初

期欠陥と同様に鉄筋腐食等の劣化を進める原因となることについて留意する必要がある。 
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目地の損傷が生じると目地部より漏水が発生し、その漏水により周辺地盤の湿潤化や土砂流出に

より不同沈下を引き起こす。この結果、更に目地の損傷が進展することになる。 

 

（２）要因区分 

１）材料・設計・施工の要因（内的要因） 

コンクリート開水路の変状の内的要因は、 

①セメント、骨材、混和材料など材料に起因するもの 

②配合、仕上げ、かぶり、目地構造など設計に起因するもの 

③不適切な運搬・打ち込み（コールドジョイントの発生）・締固め、不適切なスペーサや型枠配 

置による鉄筋の移動、かぶり不足及び仕上げ、養生不足、不十分な継目処理など施工に起因す 

るもの 

④施工年代により設計基準、セメント等の材料の品質、施工方法が異なることに起因するもの 

に分類される。 

内的要因を判断するためには、施設の履歴情報を活用することが重要である。履歴情報がない場

合には、近傍の類似施設の情報を活用することも検討する必要がある。また、施設の維持管理や長

寿命化対策の円滑な実施のため、設計や施工時の情報を保存していくことが必要である。情報の蓄

積を通じて、構造物の変状の要因などをより適切に把握することができる。 

 

２）環境などの要因（外的要因） 

コンクリート開水路の変状の外的要因は、 

①気温、湿度、水分、日射量など自然条件に起因するもの 

②海からの飛来塩分や凍結防止剤散布の影響など地域性に起因するもの 

③地震や衝突など偶発的な外力に起因するもの 

④過荷重や不同沈下などの使用環境の変化に起因するもの 

に分類される。 

外的要因を判断するためには、施設の置かれている状況を把握することが重要である。使用環境

によりコンクリート構造物は、気温の変動、湿度、水分の供給の有無、日射量の違いなどによって、

その受ける影響は異なるため、現地の状況を適切に確認することが重要である。このためには、施

設管理者への聞取りなどを実施することが有効である。 
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【コラム ～コンクリート開水路のひび割れ発生要因の分析について～ 】 

ひび割れ発生要因の割合を図3.1-1に、初期ひび割れの内訳を表3.1-1に示す。 

コンクリート開水路に発生するひび割れの発生要因を分析したところ、初期ひび割れの発生割合が

多く、中でも乾燥収縮ひび割れと判断されるひび割れが多数を占める結果となった。なお、ひび割れ

の発生要因の評価は、収集した機能診断調査に基づく施設状体評価結果や変状写真・展開図における

ひび割れ発生形状、及び施設の設計・施工条件や使用環境条件を踏まえて評価した。これらの情報か

ら判断できない場合は不明としている。また、劣化としては凍害、アルカリシリカ反応（ASR）が比

較的多く発生していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

                    表 3.1-1 初期ひび割れの内訳 

初期ひび割れ種別 データ数 割合 

温度ひび割れ 69  1.8% 

乾燥収縮ひび割れ 3,614  96.2% 

温度＋乾燥収縮 17  0.5% 

その他 50  1.3% 

不明 8  0.2% 

合  計 3,757  100.0% 

                         ※「その他」は不適切な打継におるひび割れ等によるもの 

 

【コラム ～スパン長と乾燥収縮ひび割れ発生の関係～ 】 

スパン長と乾燥収縮ひび割れの発生の関係を図3.1-2に示す。乾燥収縮ひび割れとコンクリートの

施設構造（スパン長）との関連性を分析したところ、スパン長が長くなるほど乾燥収縮ひび割れの発

生割合が高くなる傾向を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1-2 スパン長と乾燥収縮ひび割れの発生の関係 
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図3.1-1 ひび割れ発生要因の割合 
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３．２ 初期欠陥 

３．２．１ 乾燥収縮ひび割れ 

 

乾燥収縮ひび割れは、コンクリートの乾燥に伴う収縮により生じる。 

 

 

【解説】 

  乾燥収縮ひび割れは、型枠取り外し後又は養生打切り後に発生するものであり、環境条件により施

工中（数十日～数箇月後）に発生する場合と、供用が開始され数年経過して発生する場合がある。本

書では、乾燥収縮ひび割れはコンクリート打設後の養生期間の不足や、型枠の早期取り外しによる場

合が多いことから初期欠陥に分類している。 

 コンクリート開水路では、側壁天端から鉛直下向きに等間隔に乾燥収縮ひび割れが入ることが多い

（図3.2-1）。これは、側壁天端から水面までの部分は気中にあることが多く、水面下部位に比べ乾燥

収縮が大きくなるためと考えられる。 

  天端付近の乾燥収縮が底版やスパン両端により拘束されると、まずはスパンを二分割するように中

央にひび割れが発生し、次に発生したひび割れと目地部の区間を二分割するようにひび割れが生じる。       

なお、側壁天端気中部のみに生じている小規模の乾燥収縮ひび割れは、ひび割れ幅も狭いことが多

くコンクリート開水路の力学的安全性、耐久性に影響しないことが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-1 乾燥収縮ひび割れの発生イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乾燥収縮ひび割れ 
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【コラム ～ひび割れ形状と発生要因の関係～ 】 

 

ひび割れは、「初期ひび割れ」、「ひび割れ先行型ひび割れ」、「鉄筋腐食先行型ひび割れ」、「外力に

よるひび割れ」に大別される。これらのひび割れ形状と発生要因との関係を以下（表3.2-1、表3.2-2）

に示す。 

表3.2-1 コンクリート開水路のひび割れ形状と発生要因の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

注-1：かぶりの薄い部材では、乾燥収縮の場合であっても鉄筋に沿ってひび割れが発生する。 

「鉄筋コンクリート構造物耐久性調査・診断及び補修指針（案）・同解説」日本建築学会 

を参考に作成 

表3.2-2 ひび割れと状態 

ひび割れ種別 定  義 発生要因 

初期ひび割れ 

 

 

 

 

 

・乾燥収縮や温度ひび割れなど施工中や施工直後 

に現れるひび割れで、初期の段階で適切な対策 

を施せば、劣化が進行しない（あるいは緩慢）タ

イプのひび割れ。 

・目地間中央や部材拘束部、部材開放部に鉛直に生

じる。 

・不適切な施工 

・不適切な材料の使用 

・不適切なスパン長 

進
行
性
の
ひ
び
割
れ 

ひび割れ先行型ひび割れ ・部材表面から劣化が進行するもので、先にひび割

れ症状が現れ、鉄筋腐食はひび割れがある程度進

行してから起こるタイプのひび割れ。 

・格子状や亀甲状の不規則なひび割れが生じること

が多い。 

・開水路の天端及び側壁上部に発生することが比 

較的多く見られる。 

・アルカリシリカ反応 

・凍害 

・化学的侵食 

鉄筋腐食先行型ひび割れ 

 

・鉄筋腐食により鉄筋が膨張し、コンクリート表面

に錆び汁等を伴ったひび割れなどの表面劣化が

その後に現れるタイプのひび割れ。 

・かぶりの薄い場所から鉄筋に沿った形状で発生す

る場合が多い。 

・塩害 

・中性化 

外力によるひび割れ ・外力により部材が変形して生じるひび割れ。ひび

割れ方向と直交する方向に引張り力が作用して

いると想定できる。 

・地震 

・過荷重 

 

 

 

 

注-1 
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【コラム ～コンクリート開水路の変状実態の分析について～ 】 
 

コンクリート開水路の変状実態やその発生要因の特徴を把握するため、国営造成水利施設のコンク

リート開水路（鉄筋・無筋）を対象に実施された長寿命化対策工事(更新事業)及び国営造成水利施設

保全対策指導事業における機能診断調査結果のうち、変状が確認されたデータを用いて、変状の発生

状況や要因の特徴について分析を行った。その結果をコラムで紹介する。対象地区位置図を図3.2-2、

全体サンプル数を表3.2-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-2 対象地区位置図 

 
  

なお、平成 19～23 年度に実施された国営造成水利施設保全対策指導事業における機能診断調査結

果によると、コンクリート開水路において、躯体に発生する変状としては摩耗が半数以上を占めてお

り、ひび割れは3割程度となっている。また、躯体以外に発生する主な変状としては目地の損傷が多

い傾向にある。指導事業におけるコンクリート開水路の変状発生割合を図3.2-3に示す。 
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図 3.2-3 指導事業（平成19～23年度）におけるコンクリート開水路の変状発生割合 

 

 

事業 地区数 路線数 
データ数 

鉄筋 無筋 合計 

更新事業 11地区 33路線 4,510 ｽﾊﾟﾝ 2,478 ｽﾊﾟﾝ 6,988 ｽﾊﾟﾝ 

指導事業 52地区 89路線 249 ｽﾊﾟﾝ 66 ｽﾊﾟﾝ 315 ｽﾊﾟﾝ 
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表3.2-3 全体サンプル数 

※重複して発生している変状があるため各変状割合の合計値は100％を超過している。 

※平成25年度関東農政局調べ 
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３．２．２ 温度ひび割れ 

 

温度ひび割れは、コンクリートの温度変化に伴う収縮が拘束されることにより生じる。 

 

 

【解説】 

  打設初期のコンクリートはセメントの水和熱により温度が上昇し、時間とともに外気温に近付きな

がら低下していく。コンクリートの温度が低下するとコンクリートの体積は収縮する。その収縮が底

版や隣接する水路スパンに拘束されると、温度低下時にコンクリート内部に引張応力が生じる。この

引張応力（外部拘束応力）により生じるひび割れを温度ひび割れという。セメント量が多いコンクリ

ートほど温度上昇が大きく、躯体が厚い部材ほど熱の発散効率が悪いため、大きな貫通ひび割れを起

こすことがある。また、部材断面内の温度差が生じると部材の内部が外側の収縮を拘束する（内部拘

束応力）ため、表面に微細なひび割れが発生する場合もある。 

  コンクリート開水路では、一般に先行して打設した部材（底版）が後で打設した部材（側壁）の温

度収縮を外部的に拘束することによって、図3.2-4のようにひび割れが側壁下端部からほぼ垂直に発

生する場合が多いが、事例としては少ない。また、温度ひび割れは、通常貫通ひび割れとなるため、

ひび割れ幅が大きなものに対しては漏水に注意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-4 温度ひび割れの発生イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温度ひび割れ 
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【コラム ～初期ひび割れのひび割れ幅の分布傾向～ 】 

 

  初期ひび割れそのものは非進行性と言われており、コンクリート開水路の性能低下に与える影響

は小さいことが想定されるが、ひび割れ幅が 1.0mm 以上の鉄筋腐食に影響を及ぼすおそれのあるひ

び割れも少なからず発生していることに注意するべきである。 

  さらに、ひび割れ幅が 1.0mm 未満であってもひび割れが貫通している場合は（特に温度ひび割れ

において貫通ひび割れが発生している可能性がある）、水密性を低下させること、またひび割れから

水分や二酸化炭素などの劣化因子が侵入し、鉄筋腐食や関連する劣化の進行促進に繋がるおそれが

あることに注意する必要がある。 

なお、ひび割れからコンクリート表面に錆汁が多量に滲み出している場合には、ひび割れ幅に関

係なく鉄筋腐食に対する検討が必要である。ただし、コンクリート表面の錆び汁には、構造物に設

置した金具（フェンスの支柱等）から錆び汁が流れ出すものもあるが、景観上の問題となっても、

構造物の安全性を損なうものとはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

初期ひび割れのひび割れ幅の分布傾向を分析したところ、発生している初期ひび割れの最大幅は、

図3.2-5に示すようにバラつきがあるが0.1mm≦w＜0.2mmの割合が最も多く全体の20%を占めた。 
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 ※平成 25 年度関東農政局調べ

図3.2-5 コンクリート開水路における初期ひび割れの最大幅 

（ひび割れ幅〔mm〕） 
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【コラム ～初期ひび割れと供用年数の関係～ 】 

  

初期ひび割れと供用年数の関係を分析したところ、供用年数が長い施設ほど、ひび割れ幅が大き

い傾向を示した。コンクリート開水路における初期ひび割れと供用年数の関係を図 3.2-6 に示す。

初期ひび割れそのものは非進行性であることから、劣化因子の侵入等の他の要因により経年的にひ

び割れ幅が拡大したものと考えられる。 

そのため、初期ひび割れについても、経過観察を行い、水密性の低下や鉄筋腐食の観点から状況

に応じて対策を講じる必要があることに留意する。 
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※図中の破線は1mm未満のひび割れが占める割合を示す 
※平成25年度関東農政局調べ             

図 3.2-6 コンクリート開水路における初期ひび割れと供用年数の関係 
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３．２．３ 豆板 

 

豆板は、コンクリート打設時の材料分離、締固め不足などにより生じる。 

 

 

【解説】 

豆板は、コンクリート打設時における材料の分離、締固め不足、型枠下端からのセメントペースト

の漏れなどによりモルタル分が少なく粗骨材が多く集まって生じた不良部分をいう。 

 豆板が生じるとコンクリート中に空隙が多くなり、水密性や中性化抑止性の低下の原因となる。 

コンクリート部材厚が薄く側壁高が高いコンクリート開水路では側壁下部の締固めが難しく側壁

下端部に豆板が生じやすくなる。開水路側壁の豆板を図3.2-7に示す。  

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-7 開水路側壁の豆板 
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３．２．４ コールドジョイント 

 

コ－ルドジョイントは、コンクリートの打設時に打継されたコンクリートが一体化されないこと

により生じる不連続面である。 

 

 

【解説】 

  コールドジョイントは、先に打設したコンクリート部の硬化が進行し、後から打設されたコンクリ

ートと両者が一体化せず、その打継部分に不連続面が生じる現象であり、設計段階で考慮する打継目

とは異なる。この部分は、ひび割れの発生、力学的安全性、耐久性、水密性の低下の原因となる。開

水路側壁のコールドジョイントを図3.2-8に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-8 開水路側壁のコールドジョイント 
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３．２．５ 鉄筋のかぶり不足（鉄筋露出） 

 

鉄筋のかぶり不足は、かぶりに関する規定が無かった昭和44年以前の施設、あるいは不適切なスペー

サの配置などにより生じる。 

 

 

【解説】 

鉄筋かぶりが土地改良事業計画設計基準「水路工」に規定されたのは1970年（昭和45年）であり、

それ以前に施工された鉄筋コンクリート開水路では、これらの考え方が反映されていないため、かぶ

り不足が生じている場合がある。また、かぶりや鉄筋径に見合う適切なスペーサが配置されなかった

場合、締固めの際の鉄筋の移動等の不適切な施工に伴いかぶり不足が生じる場合もある。かぶり不足

は、摩耗、中性化などによる鉄筋の腐食を助長する原因となり、鉄筋の腐食による鉄筋断面積の減少

は部材の力学的安全性の低下の原因となる。土地改良事業計画設計基準による鉄筋のかぶりを表

3.2-4、かぶり不足による鉄筋露出を図3.2-9に示す。 

 

表3.2-4 土地改良事業計画設計基準による鉄筋のかぶり 

鉄筋径 昭和 29年度 昭和 45年度 昭和 61年度 平成 13年度 平成 25年度 

D13以下 
規定なし 

80mm(床) 

50mm(他) 
－ － － 

D16～D22 
〃 

90mm(床) 

60mm(他) 
－ － － 

D25以上 
〃 

100mm(床) 

70mm(他) 
－ － － 

D16未満 〃 － 40mm － － 

D16以上 〃 － 50mm － － 

D13以下 

(小規模) 
〃 － － 50mm 50mm 

D19以下 
〃 － － 

60mm(t<300mm) 

70mm(t≧300mm) 

60mm(t<300mm) 

70mm(t≧300mm) 

D22以上 〃 － － 70mm 70mm 

 ※上記表の昭和61年度はコンクリートの表面から鉄筋表面までの距離である。また、昭和45年度、平成 

13年度、平成25年度はコンクリートの表面から鉄筋中心までの距離である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-9 かぶり不足による鉄筋露出 

鉄筋露出 鉄筋露出 
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【コラム ～鉄筋腐食の照査～ 】 

  

鉄筋コンクリート開水路は、与えられた環境のもと、施設に期待される耐用期間中に中性化や塩害

などによる鉄筋腐食によって構造物の所要の性能が損なわれてはならない。中性化や塩害に対しては、

次のような耐久性の照査手法がある。 

 

① 中性化深さが、施設に期待される耐用期間中に鉄筋腐食発生限界深さに達しないこと 

② 鉄筋位置における塩化物イオン濃度が、施設に期待される耐用期間中に鉄筋腐食発生限界濃度

に達しないこと 

 

 

【コラム ～鉄筋のかぶり～ 】 

「かぶり」は鉄筋表面からコンクリート表面までの最短距離である。（図3.2-10参照） 

耐久性の評価等には一般に「かぶり」を用いる。（土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計

「水路工」P358（8）鉄筋のかぶりを参照） 

 

 

かぶり

鉄筋
 

図3.2-10 鉄筋のかぶり 
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粗骨材露出 

 

粗骨材剥離又は鉄筋露出 

 

３．３ 劣化 

３．３．１ 摩耗 

 

摩耗は、外部からの物理的作用によりコンクリートの断面が欠損していく現象であり、コンクリー

ト中のセメント水和物の溶脱により促進される。 

摩耗は、流水及び流水中に含まれる土砂などを要因として生じる。 

 

 

【解説】 

（１）摩耗の特徴 

摩耗は、流水中の土砂による研摩作用や落差による衝撃力などが組み合わさり、コンクリートの表

面が欠損していく現象である(図3.3-1を参照)。また、水に接することでセメント水和物中のカルシ

ウムイオン等が溶出し、組織が粗になる溶脱現象が発生し、その進行が促進される。 

摩耗を受けるコンクリート構造物では、初期の変状として、表面のセメントペースト部の欠損によ

り粗骨材が露出する現象が見られ、摩耗が進行すると粗骨材を支えきれなくなり粗骨材の剥落が発生

する。更に摩耗が進行すると鉄筋の露出や腐食、鉄筋断面の欠損が発生し、部材の耐力や耐久性を低

下させる要因となる。 

摩耗の進行速度は、コンクリートの配合や強度、使用される骨材の種類、水の流速や流水中の土砂、

落差のある水叩き部の衝撃の有無などにより異なる。 

 

 

 

 

 

図3.3-1 摩耗の進行過程 

 
コンクリート開水路では、水面変動が見られる喫水線下部や砂礫が流下しやすい底版に摩耗が顕在

化する。摩耗は、周辺地形の条件（山間部等）や水路勾配などの条件に関わらず広く全国的に生じて

いる。その多くは粗骨材の露出又は一部の剥落が認められる程度の進行に留まっており、鉄筋の露出

に至るような大きな断面欠損は、一部の落差工、急流工、不適切な施工の箇所などにより限られた条

件の場合に見られる。かぶりが十分に取られ、部材厚も確保されている開水路では、摩耗による性能

の低下は主として通水性の低下として顕在化する。（図3.3-2～図3.3-4を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.3-2 喫水線下部に生じた摩耗 

細骨材露出 セメントペースト部欠損 
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図3.3-3 落差工に生じた物理的作用による摩耗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.3-4 急流工に生じた物理的作用による摩耗 

 

（２）摩耗の要因  

１）材料・設計・施工の要因（内的要因） 

   摩耗の内的要因としては、①摩擦に弱い材料を使用しコンクリート表面を保護したこと、②強度

が低いコンクリートを使用したこと、③コンクリートの打設不良・養生不足による耐摩耗性の低下

がある。なお、高炉セメントを使用したコンクリートは、セメント水和物の組織構造が緻密になる

ため一般のコンクリートに比べて耐摩耗性が高い。 

 

２）環境等の要因（外的要因） 

①物理的な影響 

研摩作用や衝撃力などによる摩耗は、「流速」、「流水中の土砂」、「落差のある水叩き部」など

により生じる。流速が速い、流水中の土砂量が多い、落差が大きいほど摩耗の影響を受けやす

い。 

②化学的な影響 

水中に設置されたコンクリートでは、セメントペースト部からのカルシウムの溶出に伴って

組織構造が脆弱化することや、乾湿繰返し作用を受けた場合にセメントペースト部の組織が粗

くなり、こうした現象（溶脱）が摩耗を促進させる一因となっている。なお、カルシウム濃度

の低い軟水が乾湿繰返し作用を受けるとカルシウムイオンなどが溶出しやすく、摩耗に対して

も影響すると考えられる。 

鉄筋かぶり不足や塩害などの鉄筋腐食環境下にあるコンクリート構造物では、摩耗による断
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面欠損が鉄筋腐食に与える影響は、健全なコンクリート構造物に比べ大きく、耐久性への配慮

が必要となる。摩耗の要因を図3.3-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.3-5 摩耗の要因 
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３．３．２ 凍害 

 

凍害は、コンクリート中の水分が凍結温度になった時の凍結膨張によって発生するものであり、長

期間の凍結と融解の繰返しによってコンクリート組織が徐々に劣化する現象である。 

凍害は、最低気温、水分供給、日射条件、凍結防止剤の使用などの環境条件の影響を受ける。また

、コンクリートの配合、骨材の品質（吸水率）、空気量（気泡組織）などの使用材料の影響も大きい。 

 

 

【解説】 

（１）凍害の特徴 

凍害は、寒冷地において、コンクリート中の水分が外気温差や日射による影響を受け凍結と融解を

繰り返すことで、水分の凍結膨張圧によりコンクリートにひび割れや剥離が発生する現象である。凍

害による劣化の進行は、最低気温が低いほど、また凍結と融解の繰返し回数が多いほど早くなる。コ

ンクリートの空隙を通じて内部に侵入した水分は、凍結する際に約9％の体積膨張を起こす。コンク

リートの内部にその体積膨張を吸収するだけの空隙がない場合、凍結時の膨張が拘束され膨張圧によ

りコンクリートに引張応力が発生し、ひび割れ、剥離・剥落が発生する。凍害によるコンクリート表

面のひび割れは、コンクリート自体の膨張に起因するため、中性化や塩害で発生する鉄筋腐食に起因

するひび割れとはその発生機構が異なる。凍害による劣化の進行過程を図3.3-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.3-6 凍害による劣化の進行過程 

 

 

 

                                        
1) スケーリング：コンクリート表面がフレーク状に剥げ落ちること。 
2) ポップアウト：コンクリートの表面が飛び出すように剥がれてくること。 

水分の凍結・膨張圧の発生 

コンクリート表面の剥離（スケーリング）1) 

骨材の凍結に伴う膨張(吸水率の大きな骨材) 

コンクリート表面 

骨材の膨張圧によるポップアウト 2) 

水 分 
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コンクリート開水路では、図 3.3-7(a)に示すように日射の影響を受け凍結融解を繰り返す側壁天

端（特に南面に位置する隅角部）、図 3.3-7(b)に示すように背面から水の供給を受けるような北側側

壁背面に凍害が生じやすい。微細ひび割れが進行すると、コンクリート表面からコンクリートが徐々

に劣化し、水平方向のひび割れや表面のモルタル部分がフレーク(薄片)状に剥げ落ちるスケーリング

等の症状が顕在化し、このときコンクリート内部には部材方向に複数の層状ひび割れが発生している

事例が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「ＲＣ開水路の凍害」（緒方英彦ほか2008年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.3-7 コンクリート開水路側壁喫水線上部に生じた凍害 

 

また、目地周辺においては、気温による外壁の体積変化の影響によりコンクリート組織が膨らみや

すく水分が浸透しやすい状況にあるために凍害が顕著に発生し、目地部下部から上部に向けて流線上

のひび割れやスケーリングが発達しやすい。さらに、吸水率が大きな骨材等を用いた場合は、コンク

リート表面から骨材が抜け出し、クレータ状のくぼみが生じるポップアウトが発生する場合もある。

(図3.3-8、図3.3-9を参照) 

 

 

 

 

 

 

 

図3.3-8 側壁天端に生じたスケーリング     図3.3-9 目地部に生じる特徴的な凍害 

 

なお、ＡＥコンクリート標準化（JIS A 5308「レディーミクストコンクリート」の規格改正：1978

年)以降のコンクリート開水路においては、凍害に対する耐久性は従前に比べ向上している。

北側側壁

北側側壁南側側壁

南側側壁

地
下
水

山側谷側

非凍結期
（灌漑期）

の水位

非凍結期
（灌漑期）

の水位

（a）側壁背面が空気に曝されている状態 （b）側壁背面が土中に埋もれている状態
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 表 3.3-1 凍害による変状の類型図 

劣化 

機構 

劣化 

進行過程 
定 義 特徴的な変状の状態 ひび割れ・スケーリングの状態 

凍 
 
 
 

害 

進展期 

スケーリング、微細ひび割れ、ポップアウトが

発生し、骨材が露出するまでの期間。 

 

（コンクリート表面の劣化は進行するが、鉄筋

腐食がない時期。 

凍害深が浅く、剛性を保っている段階） 

 

 

 

 

 

 

 

・0.2mm～0.3mm 程度の亀甲状のひび割れが喫水

線上部に顕在化する事例が多い。 

・スケーリングが側壁天端部に顕在化する事例が

多い。 

 

加速期 

スケーリング、微細ひび割れ、ポップアウトが

進展し、骨材の露出や剥落が発生する期間。 

 

（コンクリートの劣化が大きくなり、鉄筋腐食

が発生し増大する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・凍害深さが大きくなり、水分の滲み出し、剥離

が激しい。 

・側壁天端や目地部周辺での発生が顕著となる。 

劣化期 

かぶりコンクリートが剥落し、鉄筋の露出や腐

食が発生する期間。 

 

（凍害によるコンクリートの劣化が鉄筋かぶ

り以上になり、耐荷力の低下が顕著になる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・コンクリートも浮き上がり、剥離も激しい。 

・凍害深さが鉄筋かぶり以上になり、水分の滲み

出し、ひび割れ、剥落などが多数発生する。 

・コンクリート開水路では劣化期に至る事例は少

ない。 

喫水線 
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（２）凍害の要因 

１）材料・設計・施工の要因（内的要因） 

 ①材料の要因 

コンクリートの配合、骨材の品質、空気量などが凍害に影響を与える内的要因となる。水セ

メント比が大きなコンクリートは凍害の影響を受けやすく、骨材の吸水率が大きいとポップア

ウトなどが発生しやすい。また、混和剤による適正な空気の連行がなかった場合、凍結による

膨張圧を緩和できなくなることから凍害が発生しやすい。 

②設計・施工の要因 

表面仕上げを行い水分の侵入を防ぐほど凍害の発生は抑制される。凍害は養生とコールドジ

ョイントなどの初期欠陥の影響を受ける。寒冷地における冬期施工では、適切な養生が実施さ

れない場合、コンクリート硬化中の温度が著しく低下するため凍害の影響が大きくなる。また、

コールドジョイント等の初期欠陥が多く発生しているほど水分の侵入が促進されるため凍害の

影響が大きくなる。 

 

２）環境等の要因（外的要因） 

「最低気温」、「日射量」、「水分の供給」、「凍結防止剤」などが凍害に影響を与える外的要因とな

る。最低気温が低く、年間の凍結融解回数が多いほど凍害の可能性は高くなるため、北面よりも南

面の部材、背面や表面から水が供給されやすい部材ほど凍害の可能性は高い。凍結防止剤は、塩化

物イオンの供給源となり、凍結融解と塩化物イオンの複合作用によりスケーリング、ポップアウト

などを促進する場合がある。凍害の要因を図 3.3-10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-10 凍害の要因 

 

 

 

 

 

 

 

吸水率の高い骨材（凝灰岩、軟質の 

砂岩など）の場合、影響が大きい 

骨材 

環境 材料・設計・施工 

表面仕上げを行い水分や 

アルカリイオンの侵入を 

防ぐほど、影響が小さい 

気泡間隔係数 

200～250μm を推奨 

空気量 4～6％ 
高炉セメントの場合 

影響が大きい 

凍 害 

セメント 仕上げ

混和材料 

最低気温 

0 度以下の温度で、最低気 

温が低いほど影響が大きい 

乾湿の繰返しが 

多いほど影響が大きい 

水分の供給

凍害の原因である 

外部からの水分の供給 

日射量

初期ひび割れが多く発生している 

ほど影響が大きい 

コールドジョイント

養生

十分な加温・湿潤養生の実施 

①材料②設計

④環境

③施工
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３）凍害危険度の分布 

各地域の凍害危険度は、年間凍結融解繰返し日数・凍結融解時の氷点下の温度差・凍結融解時の

湿潤程度（含水程度）によって算出し、1～5 度の 5 段階に分けて示されている。(図 3.3-11 を参

照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-11 凍害危険度の分布図 

出典：「複合劣化コンクリート構造物の評価と維持管理計画研究委員会 報告書」(2001年) 

(社)日本コンクリート工学協会P.34 

 

４）凍害とアルカリシリカ反応の複合劣化の可能性のある地域 

  凍害とアルカリシリカ反応の複合劣化は、東日本と中部、北陸地方の山間部で生じる可能性が高

いと考えられる。 

   アルカリシリカ反応と凍害による劣化は初期にひび割れを発生させる。このひび割れはコンクリ

ート内部に水分を容易に供給し、水分移動による複合劣化を促進することが考えられる。(図 3.3-12

を参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-12 凍害とＡＳＲ1)の複合劣化の可能性のある地域 

出典:「複合劣化コンクリート構造物の評価と維持管理計画研究委員会 報告書」(2001年) 

(社)日本コンクリート工学協会 P.64 

                                        
1) ＡＳＲ：アルカリシリカ反応の略称。 
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３．３．３ アルカリシリカ反応 

 

アルカリシリカ反応（略称はＡＳＲ）は、コンクリート中の骨材に含まれるシリカ鉱物とアルカリ

との反応によりアルカリシリカゲルが生成され、アルカリシリカゲルが吸水し膨張することで発生す

る。 

 

 

【解説】 

（１）アルカリシリカ反応の特徴 

 アルカリシリカ反応は、コンクリート細孔液中のアルカリ成分と骨材中に含まれるオパール、カル

セドニー、クリストバライト、トリジマイトに代表されるシリカ鉱物や火山ガラスとの間に生じる化

学反応であり、この反応によりアルカリシリカゲルが生成される。 

アルカリシリカゲルは吸水性があり、外部から供給された水分を吸水すると膨張し、コンクリート

のひび割れ、剥離・剥落が発生する。アルカリシリカ反応の膨張機構概要を図 3.3-13 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3.3-13 アルカリシリカ反応の膨張機構概要 

 

アルカリシリカ反応に起因するひび割れは、格子状や亀甲状に不規則に発生し、比較的劣化の早い

段階でゲルの滲み出しが見られる。(図 3.3-14 を参照)また、鉄筋コンクリート開水路の側壁では、

アルカリ骨材反応によるコンクリートの膨張が軸方向鉄筋により拘束されることで、軸方向鉄筋に沿

った方向性のあるひび割れが発生することがある。アルカリシリカ反応に起因するひび割れは、農業

水利施設において四国や関東、北陸管内の一部で発生事例が報告されている。 

 

 

 

 

Na＋ 
K＋ 

OH－ 

反応性骨材 

アルカリ性水溶液と反応 アルカリシリカゲルの生成 

アルカリシリカゲル 

アルカリシリカゲルの吸水・膨張 

アルカリシリカゲル 

H2O 

H2O 

H2O 

膨張圧によるひび割れの発生 

アルカリシリカゲル 
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図 3.3-14 アルカリシリカ反応による亀甲状のひび割れとゲルの滲み出し 

 

また、アルカリシリカ反応の発生が認められる地域では、複合劣化として顕在化している事例が多

い。 

アルカリシリカ反応と凍害は、水の供給を受ける環境下で劣化が進行するという共通する環境要因

を有する。また、アルカリシリカ反応と塩害の場合は、アルカリシリカ反応によって生じたひび割れ

により塩化物イオン等の腐食因子の供給が過大となり塩害が促進される。アルカリシリカ反応に関す

る複合劣化現象を図 3.3-15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3.3-15 アルカリシリカ反応に関する複合劣化現象 

出典：「複合劣化コンクリート構造物の評価と維持管理計画研究委員会報告書」（2001 年 5 月） 

(社)日本コンクリート工学協会 P.42 を参考 

 

 

 

 

 

                                        
1) ＤＥＦ：コンクリートが硬化後に数箇月～数年で膨張崩壊する現象。 

   

   

   

不動態 

   
不動態 

み出し 

１） 

不
動
態 

   
塩化物イオンの侵入 

   ガスの侵入 

ＡＳＲ 

ＡＳＲ

ＡＳＲ
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（２）アルカリシリカ反応の要因 

１）材料・設計・施工の要因（内的要因） 

アルカリシリカ反応は、反応性骨材が存在する中国四国地方の瀬戸内海沿岸、北陸から東北地方

の日本海沿岸で多く報告されている。 

① 材料の要因 

アルカリシリカ反応は、骨材にアルカリ反応性鉱物を含む安山岩、流紋岩などの火山岩系チ

ャート、硬質砂岩などの堆積岩系が含まれていることにより生じる。 

② 設計・施工の要因 

表面仕上げを行い、水分やアルカリイオンの侵入を防ぐほどアルカリシリカ反応を抑止でき

る。コールドジョイント等により初期欠陥が発生しているほど、水分やアルカリイオンの侵入

が助長されるためアルカリシリカ反応が促進されやすい。 

    また、アルカリシリカ反応抑制対策が、コンクリート標準示方書に規定されたのは平成 14 年

であり、それ以前に施工されたコンクリート構造物ではこの考え方が反映されていないことから、

アルカリシリカ反応が発生する可能性が高い。 

 

２）環境等の要因（外的要因） 

アルカリシリカ反応は、水分のアルカリ及び凍結防止剤に含まれる塩分の供給及び温度の上昇に

より促進される。アルカリシリカ反応の要因を図 3.3-16 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-16 アルカリシリカ反応の要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルカリシリカゲル 

が吸水し膨張 

アルカリシリカ反応 

の多発地帯 

骨材

平成 14 年にアルカリ骨材反応 

抑制対策 

（アルカリ総量 3.0kg/m3 以下） 

初期ひび割れが発生している 

ほど影響が大きい 

コールドジョイント

表面仕上げを行い水分や 

アルカリイオンの侵入を 

防ぐほど、影響が小さい 

抑制効果のある 

混和材料の使用 高炉セメント、フライアッシ 

ュセメントＢ種、Ｃ種は抑制効果がある 

アルカリ 

シリカ反応 

セメント 

アルカリ反応性鉱物を含む 

火山岩、堆積岩、変塩化イオン含有量が多い 

ほど影響が大きい 

仕上げ 混和材料 

平成 14 年以 

前の施工 
海砂の使用頻度 

が高い地域 

アルカリ化合物の供給がある場合は 

骨材のアルカリシリカ反応性試験で無害 

であっても被害が発生する可能性有り 

水分の供給

海からの飛来塩分 

の影響のある地域 

①材料 ②設計 

③施工 

④施工年代 ⑤環境 

環境 材料・設計・施工 
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３）アルカリシリカ反応性の骨材分布 

アルカリシリカ反応性の骨材は、全国に広く分布している(図3.3-17を参照)。レディーミクスト

コンクリートに使用される骨材のうち、細骨材で約9％1)、粗骨材で約15％1)の割合が無害ではない

と判定されている。骨材のアルカリシリカ反応性試験結果を図3.3-18に示す。（平成16年時点） 

北海道・東北・北陸の各地域はそれ以外の地域と比べるとアルカリシリカ反応性の骨材の割合が

多い。関東地方でも一定の割合でアルカリシリカ反応性の骨材が含まれる。近畿地方では、アルカ

リシリカ反応による構造物の著しい劣化事例も報告されているが、アルカリシリカ反応性の骨材の

割合は比較的小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-17 アルカリシリカ反応性の骨材分布 

出典：「コンクリートの耐久性向上技術の開発（土木構造物に関する研究成果）」1989年 

(財)土木研究センターP.294 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-18 骨材のアルカリシリカ反応性試験結果 

出典：「骨材のアルカリシリカ反応性に関する全国調査結果」2004年 

(独)土木研究所P.2 

 

                                         
1)
無害ではない細骨材、粗骨材の割合：「骨材のアルカリシリカ反応性に関する全国調査結果」（2004年 

(独)土木研究所 P.2）より。 
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４）アルカリシリカ反応と塩害による複合劣化の可能性がある地域 

   アルカリ反応性骨材は、安山岩、流紋  

岩などの火山岩系チャート、硬質砂岩等の    

堆積岩系など多種多様であり、全国各地  

に存在する。(図 3.3-19 を参照) 

このため、塩害の可能性がある地域など 

では、アルカリシリカ反応で生じたひび 

割れによってコンクリート中の塩化物イ 

オン等の腐食因子が増加することで塩 

害が促進されたり、凍結防止剤等の 

外来塩分の侵入によりアルカリ濃度が上 

昇してアルカリシリカ反応が促進される 

など、相乗的複合劣化が生じる可能性が 

高くなる。 

図 3.3-19 ＡＳＲ1)と塩害による複合劣化の可能性のある地域 

出典：「複合劣化コンクリート構造物の評価と維持管理計画研究委員会 報告書」2001年 

(社)日本コンクリート工学協会P.63 

 

アルカリシリカ反応と塩害による複合劣化は、凍結防止剤の散布頻度が高い寒冷地、アルカリシリ

カ反応の多発地域の北陸から東北の日本海沿岸地域や、中国四国地方の瀬戸内海沿岸に位置する、特

に海岸沿いに設置された農業水利施設では注意する必要がある。  

なお、凍結防止剤等の外来塩分だけでなく初期塩分の影響によりアルカリシリカ反応が促進される

問題も指摘されている。初期塩分の濃度に影響を及ぼす一つの要因として海砂の使用が挙げられる。 

 

 

 【参考】 

  西日本（特に中国・四国・九州）は、海砂の採取量が他地域よりも多いため、アルカリシリカ反

応による劣化が増幅されている可能性があるとの報文もある。 

  骨材への海砂使用量は、1964 年（昭和 39年）の東京オリンピック開催の年を境として増加傾向

にあり、2000 年（平成 12年）以降減少傾向を示している。一方、コンクリート中の塩化物総量の

規制は、1986 年（昭和 61 年）にコンクリート標準示方書に規定されている。このため、1964 年

（昭和 39年）から 1986 年（昭和 61 年）に施工されたコンクリート構造物は、骨材に塩分を除去

していない海砂が使用されている可能性を指摘しているものもある。(図 3.3-20～図 3.3-23 を参

照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         
1)
ＡＳＲ：アルカリシリカ反応の略称。 

ＡＳＲによる構造物の損傷が報告されて 

 

いる地域 

凍結防止剤散布地域（積雪日数 10 日

以上）と反応性骨材分布の合成分布 

ＡＳＲと塩害の重複地域 
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図 3.3-20 骨材供給構造の推移 

出典：(社)日本砕石協会ホームページ「骨材需給の推移」より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-21 海砂の地方別採取量の推移（単位は 106m3、1969～1977 年度調査） 

出典：「コンクリートが危ない」小林一輔 1999 年岩波新書 P.4 
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図 3.3-24 コンクリートの膨張過程 

出典：「コンクリート診断技術’14 基礎編」(公社)日本コンクリート工学会 2014年度版 P.202 

図3.3-22 アルカリシリカ反応の多発地域 

出典：「コンクリートが危ない」小林一輔 

1999年岩波新書P.83  

図 3.3-23 年間 10 万 m3以上の海砂 

   を使っている地域 

出典：「コンクリートが危ない」小林一輔 

1999 年岩波新書 P.82 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

-------------------------------------------------------------------------------- 

 

アルカリシリカ反応が発生している場合は、現状のコンクリートの膨張率並びに今後の膨張速度及

び膨張量について予測することが対策工法の検討の基礎資料となり重要である。(図 3.3-24 を参照) 

 

 

 

 

 

 

農業水利施設においてアルカリシリカ反応の事例は少ないが、発生している事例はいずれも長期供

用施設である。このことから、長期供用施設においては「膨張量が収束期に至っていない」可能性が

あることを理解しておく必要がある。 
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３．３．４ 化学的侵食 

 

化学的侵食は、コンクリートが外部からの化学的作用を受け、セメント水和生成物の分解又は、

膨張性化合物の生成により、すり減り・欠損やひび割れが生じる現象である。 

アルミネート 1)を含有した骨材の使用、外部からの硫酸、硫酸塩などの作用に起因し発生する。

コンクリート開水路の場合、温泉地や酸性河川流域など特殊な事情がない限り化学的侵食による劣

化は極めて少ない。 

 

 

【解説】 

（１）化学的侵食の特徴 

化学的侵食は、侵食性炭酸、硫酸、硫酸塩及び動植物性油の成分による化学反応に伴うセメント水

和物の分解及び膨張性化合物の生成による膨張圧によって、コンクリート表面から次第に劣化が進行

する現象である。(図 3.3-25 を参照) 

硫酸による劣化は、下水や温泉地の土壌に含まれる硫黄分が空気中で酸化し、細菌の作用によって

酸化が促進されて硫酸が生成され、セメント水和物を分解することで骨材を露出させる。更に劣化が

進行すると骨材が脱落する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-25 硫酸による劣化の進行過程 

 

硫酸塩による劣化は、海水の越波や飛沫による外来塩分が作用する海岸保全施設や、硫酸塩を多く

含む土壌 2)に接する構造物などに見られ、コンクリート中の水酸化カルシウムと反応することでエト

リンガイト 3)を生成し、生成の際に発生する膨張圧によりコンクリートにひび割れや剥離・剥落を引

き起こす。(図 3.3-26 を参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-26 硫酸塩による劣化の進行過程 

                                                                                 
1) アルミネート：コンクリートの強度発現に作用する鉱物の一種。 
2) 硫酸塩を多く含む土壌：強酸性（pH4 程度）を示す土壌。 
3) エトリンガイト：強度の発現に作用するアルミネートの一種。 

セメント水和物の分解進行 

による骨材の脱落 

コンクリート 

表面 

硫酸塩が作用 

エトリンガイトの 

膨張圧によるひび割れ 

エトリンガイト 

ひび割れ部の剥離 

酸の作用・セメント水和物の分解 

硫酸が作用 コンクリート 

表面 

セメント水和物の分解による 

表層部の粗骨材露出 
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（２）化学的侵食の要因 

１）材料・設計・施工の要因（内的要因） 

①材料の要因 

化学的侵食は、「セメント」、「骨材」に起因して発生する。セメントのアルミネート含有量が多

いほど膨張性のエトリンガイトの生成量が増えるため、化学的侵食の影響が大きくなる。石灰岩に

よる骨材を使用した場合、酸類に溶解するため化学的侵食の影響が大きくなる。 

②設計・施工の要因 

表面仕上げを実施する場合やかぶりが大きいほど、侵食性物質の侵入が抑制されるため、化学的

侵食の影響は小さくなる。豆板及びコールドジョイントがあるほど、化学的侵食物質の侵入が促進

されるため、化学的侵食の影響が大きくなる。さらに、侵食性物質はコンクリート中の空隙（孔径

2nm～1μm）より侵入する。水セメント比が大きいほど侵入速度が大きくなる。 

 

２）環境などの要因（外的要因） 

侵食性物質の「濃度」と「温度」が高いほど化学的侵食の速度は速くなる。また、「温泉地」、「酸

性河川」、「酸性・硫酸塩土壌」などを有する地域では、化学的侵食が発生しやすい。化学的侵食の

要因を図 3.3-27 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-27 化学的侵食の要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温泉地帯・化学工場

に隣接する地域 

骨材

 

環境 材料・設計・施工 

水セメント比

コールドジョイントがあるほど

影響が大きい 

コールドジョイント

かぶりが大きいほど 

影響が小さい 
表面仕上げを行う 

方が影響が小さい 

アルミネート含有量が少ない 

耐硫酸塩ポルトランドセメントは抑制効果がある

化学的侵食

セメント

酸類に溶解する骨材（石灰岩）の場合 

影響が大きい 

仕上げ かぶり

アルミネート含有量が多いほど影響が大きい

大きいほど侵食 

速度が大きくなる 

締固め不足 

 

締固め不足による、 

豆板あるほど影響が大きい 

硫酸塩を多く含む 

土壌が分布する地域

温度

化学的侵食物質の温度が 

高いほど速度が大きい 

濃度 化学的侵食物質の濃度が 

高いほど速度が大きい 

①材料②設計

③施工

④施工年代 ⑤環境
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３．３．５ 中性化 

 

中性化は、コンクリートが外部からの二酸化炭素の侵入によってアルカリ性を失い、そのためコ

ンクリート中の鉄筋が発錆・腐食し、鉄筋コンクリート構造物に変状が発生する現象である。 

中性化は、コンクリート自体の品質、気温・湿度や、凍結防止剤の散布などの要因により影響を

受ける。 

 

 

【解説】 

（１）中性化の特徴 

 中性化は、大気中の二酸化炭素がコンクリート内に侵入し、水酸化カルシウム等のセメント水和物

と炭酸化反応を起こすことにより、コンクリートの空隙 1)中の細孔溶液の pH を低下させる現象であ

る。中性化の進展概要を図 3.3-28 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-28 中性化の進展概要 

 

 コンクリート中の細孔溶液の pHは 12～13 程度を示し、このような高アルカリ下では、コンクリー

ト内部の鉄筋表面は、不動態皮膜に覆われ鉄筋の発錆・腐食は生じない。しかしながら、二酸化炭素

がコンクリートに侵入し続け、コンクリートの pH が低下すると、不動態皮膜は破壊され、鉄筋の腐

食が始まり、腐食生成物により鉄筋が膨張し、コンクリートのひび割れ、剥離・剥落、鉄筋断面の減

少が発生する。なお、コンクリート中の水分と酸素の量により、鉄筋の腐食進行速度は異なる。(図

3.3-29 参照) 

なお、コンクリートが水中に位置する場合は、二酸化炭素の侵入による中性化は発生し難いとされ

てきたが、近年の研究において、セメントペースト部のカルシウムイオンの溶出によりアルカリ性が

低下する事例が報告されている（図 3.3-30 参照、2013 年（長谷川雄基ほか））。そのため、コンクリ

ート開水路においてもコンクリート表面にpH低下領域が存在することに留意する必要がある。また、

コンクリート自体が中性化しても、コンクリートの力学的性能（強度、弾性係数）や物質透過性（透

水、透気性）は大きく変化しないことに注意すべきである。無筋コンクリートについては、鉄筋が無

いことから、このことについて憂慮する必要はない。 

 

 

 

                                                 
1) 空隙：コンクリートを練り混ぜる際や施工する際に必要なセメントの水和反応以上の水の添加に起因する

空隙（孔径 2nm～1μm）。 

中性化深さ 

コンクリート 
表面 

鉄筋 
腐食による膨張 

CO2 

ひび割れの発生 

アルカリ性領域 

中性化領域 
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図 3.3-29 中性化深さと供用年数の関係 

出典：「農業施設構造物のコンクリート劣化の現状分析と補修の試み」（2001 年 藤本直也、長束勇） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-30 コンクリート開水路における中性化深さの事例 

出典：「コンクリート製開水路の表面状態が中性化の進行におよぼす影響」(2013年長谷川雄基ほか） 

 

 鉄筋コンクリート開水路の場合、昭和 44 年以前に築造された施設では、設計基準「水路工」にお

いて鉄筋かぶりが規定されておらず、現行の設計基準のかぶりを満たさない施設も散見される。これ

らの施設においては、中性化による鉄筋腐食やひび割れが生じやすいため、かぶり厚の調査を行うな

ど注意する必要がある。また、かぶりが薄い場合、中性化によるひび割れは、鉄筋に沿った形態を示

し側壁上部に等間隔に発生するため、乾燥収縮ひび割れと混同しないように留意する。具体的には、

目視ではひび割れからの錆汁の滲み出しやコンクリートの剥落、定量的な調査では中性化深さを測定

することにより、両者を区別することができる。 
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（２）中性化の要因 

１）材料・設計・施工の要因（内的要因） 

 ①材料による要因 

中性化（中性化速度）は、「配合」、「骨材」、「混和材料」に影響を受ける。コンクリートが密

実であれば、二酸化炭素の侵入は抑制されるため中性化の進行は遅くなる。したがって、水セ

メント比が小さいほど中性化速度は遅い。また、同一水セメント比では高炉セメントを使用し

たものほど中性化速度は速くなる。これは、セメントに混合されている高炉スラグのポゾラン

反応 1)によりコンクリート中の水酸化カルシウムが消費され中性化速度が速くなるためである。 

さらに、空隙率（吸水率）の高い骨材を使用した場合、炭酸ガスの拡散が促進されるため中

性化の速度は速くなる。 

②設計・施工による要因 

締固め不足による豆板及びコールドジョイントが多いほど、大気中の二酸化炭素の侵入が助

長されるため、コンクリートの中性化速度は速くなる。 

中性化による鉄筋腐食が始まるのは、中性化深さが鉄筋位置に達する以前であることは多く

の研究結果より明らかになっており、「中性化残り（中性化深さと鉄筋表面深さの差分）」を指

標とする事例が多い。コンクリートに塩化物イオンが含まれていない場合には、腐食開始の判

定を中性化残り 10mm とし、塩化物イオンを含む場合には中性化残り 15～20mm を発生開始とす

る場合が多いが、変動する場合もあるため、調査結果も含めて適切に判断することが必要であ

る。 

 

２）環境等の要因（外的要因） 

一般に二酸化炭素濃度が高いほど、温度が高いほど中性化速度は速い。湿度については図 3.3-31

に示すように相対湿度 50～60％で中性化速度は最大となる。したがって、水中条件下や著しい乾

燥条件下では中性化は進行し難い。 

また、塩化物イオンによりコンクリート中の水酸化カルシウムが消費され、pH が低下するため、

海からの飛来塩分が多い地域や凍結防止剤散布がなされている地域では中性化の進行速度は速く

なる。中性化の要因を図 3.3-32 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-31 モルタルの炭酸化深さに及ぼす相対湿度の影響（曝露 2年） 

出典：「コンクリート診断技術’14［基礎編］」(公社)日本コンクリート工学会 2014 年度版 P.37 

 

                                        
1)ポゾラン反応：シリカ（SiO2）とアルミナ（Al2O3）を主な組織とするポゾランが、水酸化カルシウム（Ca(OH） 

2）と反応し、結合能力を持つ化合物を生成する現象 

曝露 
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図 3.3-32 中性化の要因 

 

３）中性化と塩害による複合劣化 

中性化の進行により、コンクリート内部の塩化物イオン濃度が濃縮され塩害が促進される。セメ

ント水和物に固定されたフリーデル氏塩1)が、細孔溶液中に塩化物イオンとして解離する。解離し

た塩化物イオンは、濃度拡散に伴いコンクリート内部へ移動する。内部に移動した塩化物イオンは

、アルカリ性領域で再びフリーデル氏塩となる。中性化の進展とともに、この現象が繰り返し起こ

り、コンクリート内部の塩化物イオン濃度が濃縮され、塩害が促進される。(図3.3-33を参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-33 塩化物イオンの濃縮現象の概念図 

出典：「コンクリート診断技術’14［基礎編］」2014 年版(公社)日本コンクリート工学会 P.38 

 

 

 

 

                                        
1)フリーデル氏塩：塩化物イオンがセメント鉱物と反応し生成される代表的な化合物。化合物の状態では塩害   

に関与しないと考えられているが分解され塩化物イオンを解離することで塩害を促進する。 

    

中性化の進行までは細孔

溶液中の Cl-は一様に分
布 

中性化により中性化

領域のフリーデル氏
塩が分解し、Cl-が細孔
溶液中に溶出 

濃度拡散により、細
孔溶液中の Cl-が内
部へ移動 

アルカリ性領域に達
すると再びフリーデ
ル氏塩となる 

濃度拡散がなく
なるまで反応が

続く 

中性化 

塩化物イオン含有量が多い 

ほど影響が大きい 

昭和 61 年以前の施工 

④施工年代 

締固め不足

 

締固め不足による、 

豆板があるほど影響が大きい 水セメント比

大きいほど中性化

速度が大きくなる

コールドジョイントがあるほど影響が大きい 

コールドジョイント

③施工 

かぶりが大きいほど 

影響が小さい 

表面仕上げを行う 

方が影響が小さい 

仕上げ 

かぶり 

混和材の量が増えるほど 

影響が大きい 

混和材料 

セメント 

吸水率の高い骨材の場合

影響が大きい 

海からの飛来塩分

の影響のある地域

気温が高いほど 

速度が大きい 

融雪剤の散布の 

影響がある地域 

塩化物イオンによる pH 低下 

湿度 

湿度 50～60%で中性化速度が最大。 

上がるほど小さくなる。 

⑤環境 
気温

環境 材料・設計・施工 

②設計 ①材料 

昭和 61 年に塩化物総量の規定 

0.3kg/m3 以下 

高炉セメントの場合、混合物 

が多いほど影響が大きい 

骨材
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３．３．６ 塩害 

 

塩害は、コンクリート中に存在する塩化物イオンにより鉄筋が腐食し、これに伴う体積膨張によ

って、コンクリートにひび割れや剥離、あるいは、鉄筋の断面減少が生じる現象である。 

塩害は、塩化物イオンを含有した骨材のコンクリートへの過度の使用、海からの飛来塩分や凍結

防止剤に含まれる塩分などにより生じる。 

 

 

【解説】 

（１）塩害の特徴 

 健全なコンクリートの pH は 12～13 とアルカリ性が強いため、コンクリート中の鉄筋表面には、緻

密な不動態皮膜が形成されていて錆びないが、周辺に一定以上の塩化物イオンが存在すると不動態皮

膜が部分的に破壊され、鉄筋は腐食しやすい状況になる。腐食が始まると錆の膨張圧のため鉄筋に沿

ったひび割れが発生する。ひび割れが発生すると外部から塩化物イオンや酸素、水が供給されるため、

鉄筋の腐食は加速され、かぶりコンクリートの剥落や鉄筋の断面積の減少により部材の耐力が低下す

る。(図 3.3-34、図 3.3-35 を参照) これらの一連の現象を塩害と呼ぶ。なお、コンクリート中に蓄

積される塩化物イオンは骨材や混和剤などに由来する初期内存塩分と、海水や凍結防止剤など外来塩

分に分類される。 

 また、塩化物イオンによる鉄筋の腐食発生限界濃度は、コンクリート１m３当たり 1.2kg1)が目安と

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-34 塩分による塩化物イオンの侵入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         
1)コンクリート 1m３当たり 1.2kg：「コンクリート標準示方書 維持管理編」P.102 

図 3.3-35 塩害による劣化の進行過程 

出典：「農業水利施設の機能保全の手引き」平成 19 年(社)農業土木事業協会 P.参-58 

Cl- 
Cl- Cl- 

Cl- 

Cl- 

外来塩分 
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腐食による膨張 

ひび割れの発生 
鉄筋 

塩化物イオン コンクリート 
表面 

 

塩化物イオンが直接侵 
入し錆の進行を早める 

不動態皮膜が破れて 
錆が発生 

 
錆の膨張圧力により 
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コンクリート開水路では、塩害は河口など感潮域に設置された場合や海岸沿いの飛来塩分の影響が

強い場合など、ごく限られた環境でしか発生した事例がない。(図 3.3-36、図 3.3-37 を参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-36 塩害が生じている施設の事例（施設全景） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-37 塩害による変状  

 

（２）塩害の要因 

１）材料・設計・施工の要因（内的要因） 

 ①材料の要因 

「セメント」、「骨材」、「混和材料」が材料に起因する塩害の要因であり、これらが塩化物イ

オンを基準値以上含有していると、塩害の影響が大きくなる。一方で、高炉セメントは空隙構

造が緻密になるため塩害には強い。 

②設計・施工の要因 

「仕上げ」と「かぶり」が設計に起因する塩害の要因であり、表面仕上げを実施する場合や

かぶりが大きいほど、外部からの塩化物イオンの侵入が抑制されるため塩害の影響が小さくな

る。 

    コールドジョイント等の初期欠陥が原因の場合では、外部からより多くの塩化物イオンの侵入

が促進されるため塩害の影響が大きくなる。養生不足や水セメント比が大きい場合、緻密でない

コンクリートとなり塩化物イオンが拡散しやすくなるため塩害の影響が大きくなる。また、塩化

物総量の規制が、コンクリート標準示方書に規定されたのは昭和 61 年であり、それ以前に施工

されたコンクリート構造物ではこの考え方が反映されていないため、塩害が起こりやすい可能性

がある。 
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２）環境等の要因（外的要因） 

「海からの飛来塩分の影響がある地域」と「凍結防止剤散布の影響がある地域」では塩害が発生

しやすい。塩害の要因を図 3.3-38 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3.3-38 塩害の要因 

 

３）塩害地域 

   冬の季節風の影響がある東日本の福井県以北の日本海側と、台風の影響が大きい沖縄では、海か

らの飛来塩分の影響が他地域に比べて大きい。塩害範囲地域を図 3.3-39 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-39 塩害範囲地域（道路橋） 

出典：「道路橋示方書･同解説Ⅰ共通編Ⅲコンクリート橋編」平成 24 年(社)日本道路協会 P.176 

 

 

 

 

※地域区分の詳細は下記参照 

骨材

昭和 61 年に塩化物総量 

の規制 0.3kg/m3 以下 

環境 材料・設計・施工 

水セメント比

初期ひび割れが発生している

ほど影響が大きい 

コールドジョイント 

かぶりが大きいほど

影響が小さい 

表面仕上げを行う 

方が影響が小さい 

Ⅰ種 0.02%以下 

Ⅱ種 0.02%を超え 0.2%以下

Ⅲ種 0.2%を超え 0.6%以下 

JIS A 6204 による 

塩化物イオン量による 

混和材の区分 

高炉セメントは緻密になるため有効 

塩 害 

セメント

細骨材の総乾質量の 0.04%以下 

JIS A 5308 による砂の塩化物量の品質基準値 

仕上げ

混和材料 

かぶり

レディミクストコンクリートの 

塩化物含有量は 0.3kg/m3 以下 

JIS A 5308 の品質基準値 

小さいほど緻密に 

なり影響が小さい 

養生

養生不足で脱型すると 

影響が大きい 

昭和 61 年以前の施工

海からの飛来塩分

の影響のある地域
融雪剤の散布の 

影響がある地域 

塩化物イオンによる pH 低下 

①材料②設計

③施工

④施工年代 ⑤環境
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塩害の影響地域（道路橋）は、次の範囲である。 

 

地域区分Ａ：沖縄県（海岸から 300m まで） 

地域区分Ｂ：北海道のうち、宗谷総合振興局の礼文町・利尻富士町・利尻町・幌延町・稚内市・猿払

村・豊富町、留萌振興局、石狩振興局、後志総合振興局、檜山振興局、渡島総合振興局

の松前町・八雲町（旧熊石町の地区に限る。）、青森県のうち、外ヶ浜町、今別町（東津

軽郡）、北津軽郡、西津軽郡、五所川原市（旧市浦村の地区に限る。）、大間町、佐井村、

むつ市（旧脇野沢村の地区に限る。）、秋田県、山形県、新潟県、富山県、石川県、福井

県（海岸から 300m まで） 

地域区分Ｃ：上記以外の地域（海岸から 50m まで） 

 

４）塩害と凍害による複合劣化の可能性がある地域 

塩害は、凍害によるスケーリング 1)やポップアウト 2)によってコンクリートが剥離・剥落し、塩

化物イオンがコンクリート中に侵入しやすくなることで促進される。また、塩化物イオンは、凍結

融解作用によって濃縮されるので、更に凍害が促進されることとなる。このように劣化は、複数の

要因が相乗的に影響し合い複合的に生じることがあるため、特に沿岸に設置された農業水利施設で

は注意する必要がある。塩害と凍害による複合劣化の可能性がある地域を、図 3.3-40 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        
1) スケーリング：コンクリート表面がフレーク状に剥げ落ちること。 
2) ポップアウト：コンクリートの表面が飛び出すように剥がれてくること。 

図 3.3-40 塩害と凍害による複合劣化の可能性がある地域 

出典：「複合劣化コンクリート構造物の評価と維持管理計画研究委員会 報告書」2001年 

(社)日本コンクリート工学協会 P.62 
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３．４ 損傷 

３．４．１ コンクリート部の損傷 

 

コンクリート部の損傷は、偶発的な外力や、水路使用環境の変化などに起因するひび割れ、欠損、

変形などである。 

 

 

【解説】 

損傷とは、流木や転石などの衝突や地震などの偶発的な外力、地下水や圧密沈下など基礎地盤の変

化によって生じるひび割れや不同沈下などの変状である。損傷は、その原因となる外力等が取り除か

れればその後の進行はない。しかし、損傷によるひび割れ等から水分や二酸化炭素、塩化物イオンな

どの劣化因子が侵入することで劣化を助長し、施設の耐久性を低下させる場合もあるので留意する必

要がある。不同沈下による変形が目地部に集中すると、コンクリート躯体のみならず目地部の損傷の

原因にもなる。(図 3.4-１、図 3.4-2 を参照) 

また、側壁埋め込みタイプのフェンス支柱によるひび割れやドレーンの性能不足によるコンクリー

ト躯体の浮上などが生じている事例がある。 

外力によるひび割れの多くは、曲げひび割れと不同沈下によるひび割れである。(図 3.4-6 を参照) 

曲げひび割れは、作用荷重により生じる曲げモーメントを原因として発生する。発生パターンは水

路内空虚時と満水時で異なる。水路内空虚時には、側壁及び底版の外側に最大曲げモーメントが生じ

ることから、ひび割れは側壁の外側下部及び底版外側両端に水路軸方向にある程度の長さをもって発

生する。また、水路内満水時には、側壁及び底版の内側に最大曲げモーメントが生じることから、ひ

び割れは、側壁及び底版の内側に発生する。（図 3.4-3、図 3.4-4 を参照） 

  不同沈下によるひび割れは、偏荷重が部材に作用して曲げモーメントやせん断力が生じる場合や、

沈下量が四方において大きく異なる場合のねじれにより発生する。典型的な発生パターンとして①底

版から側壁にわたり発生、②沈下量が大きい側の側壁ではせん断力を主要因とする大きく傾斜したひ

び割れが発生、③沈下量が小さい側の側壁では曲げモーメントを主要因とする少し傾斜したひび割れ

が発生、④底版ではねじれを主要因とする底版のほぼ対角を結ぶようなひび割れが発生する。（図

3.4-5 を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-1 過荷重による変形        図 3.4-2 不同沈下による目地からの漏水 

 

 



3-40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

斜めクラック 

 

 

図 3.4-6 開水路に生じた外力によるひび割れ 

 

図 3.4-5 不同沈下によるひび割れのイメージ 

 

図 3.4-3 水路内空虚時の曲げひび割れ 

曲げモーメント図 

 

図 3.4-4 水路内満水時の曲げひび割れ 

曲げモーメント図 
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３．４．２ 目地部の損傷 

 

目地部の損傷は、目地材の損傷と止水板に起因する損傷に大別される。 

 

 

【解説】 

目地は、施工年代、水路規模により構造が異なる。コンクリート開水路で確認されている構造は表

3.4-1 のとおりである。また、コンクリート開水路における目地の構造を図 3.4-7 に示す。 

 

表 3.4-1 コンクリート開水路における目地の構造 

目地区分 目地材 止水板 

標 準 伸縮目地材等 有 

板 材 杉板等の木材 有 

止水板なし 伸縮目地材等 無 

二次製品 コーキング材等 無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-7 コンクリート開水路における目地の構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 目地材（伸縮目地材）等 

  

 

  

目地材（伸縮目地材）等 

標準 板材 

止水板なし 二次製品 
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（１）目地材の損傷 

目地材は、時間とともに弾力性を失い硬化する。特に供用後 35 年が経過すると硬化が急速に進

行することが示されている。（研究論文「農業用水路の壁面の摩耗劣化と継目劣化の予測」北村浩

二ほか 2008 年）。 

目地材が硬化すると、コンクリート開水路の膨張・伸縮に追従できなくなり、目地材の欠落、漏

水、周縁コンクリートのひび割れ、欠損が生じる。 

特に目地材として「板材」を使用すると、板材の腐食により早期に目地が欠落し、漏水を生じて

いる事例が多い。 

なお、目地材変状の要因としては以下の項目が挙げられる。 

 

伸   縮：コンクリートの伸縮による目地幅の変動に追従できずに目地材が突出・変形する 

沈   下：不同沈下等により目地部に段差が生じ、目地材が破断・変形する 

紫外線劣化：紫外線により目地材が劣化する 

外   力：地震等の偶発的外力により目地材が破断・変形する 

腐   食：主として板材の目地材が長期供用中に水掛かりや環境作用によって腐食する 

   硬化した目地材を図 3.4-8 に、板材系目地の腐食状況を図 3.4-9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-8 硬化した目地材          図 3.4-9 目地材なし（板材系目地の腐食） 
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（２）止水板に起因する損傷 

図 3.4-10 に示すように、目地部には長手方向に止水板が埋め込まれ、水路壁は止水板により二分

され薄くなっている。また、止水板付近は締固めが困難であり、施工上の欠陥が生じやすい。このよ

うに止水板周辺は構造上の弱部となりやすく、偶発的な外力が生じた場合には、周縁コンクリートの

ひび割れ、欠損が生じる。 

  コンクリートの膨張や地震動に伴い止水板がコンクリート躯体内にくさびのように押し込まれる

と、止水板の先端部に応力が集中し、止水板先端部のコンクリートを割裂するように挙動するものと

推定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-10 止水板から長手方向に生じたひび割れ 

出典：「新潟県中越沖地震における現場打ちコンクリート開水路の目地損傷メカニズム」 

（森丈久ほか 2009 年） 
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【コラム  ～コンクリート開水路における目地材別の変状の特徴～ 】 

目地材別の変状を分析したところ、主として板材を用いた目地では全体の約 80%に変状が発生

していた。これは、腐食による板材の損失によるものと考えられる。なお、板材を用いた目地は、

供用年数 50 年を超過したコンクリート開水路で多く見られた。また、その他の区分は目地モルタ

ル等の形式を表し、変状としては欠損や損失が多く見られた。「板材」と「その他」を除けば、目

地の変状の発生割合は 10%程度と低い値を示している。（表 3.4-2、図 3.4-11、図 3.4-12 を参照） 

 

表 3.4-2 コンクリート開水路における目地材別の変状の有無 

目地タイプ あり なし
ゴム系 199 3,740
板材系 1,045 211
シーリング（二次製品） 5 51
その他 34 41
不明 505 1,109

合計 1,788 5,152  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-11 コンクリート開水路における目地材別の変状の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-12 コンクリート開水路（鉄筋・無筋）における使用目地材と供用年数の関係 
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部 
材 
の 
性 
能 
低 
下 

過大なひび割れの発生、
ひび割れの発生

Ⅰ 
潜伏期 

ひび割れの進展・増大

剥離・剥落,錆汁

剛性低下 
耐荷力低下

Ⅱ 
進展期 

Ⅲ 
加速期 

Ⅳ

劣化期

靭性低下 

変位・変形が大 
変色・ゲルの滲出 

水密性などの低下

又は鉄筋腐食の発生

ア
ル
カ
リ
シ
リ
カ
反
応
に
よ
る
劣
化 

表 5.4-3 アルカリシリカ反応による劣化についての対策工法選定上の留意点 

劣化過程

Ⅰ潜伏期

Ⅱ進展期

Ⅲ加速期

Ⅳ劣化期

共通

・アルカリシリカ反応による鉄筋破断が、問題となる可能性があ
るのは水圧や土圧の作用で応力集中する側壁と底版の接合部
付近である。そこで、劣化が進行（加速期～劣化期）しており、
更に側壁に変位がみられる場合は、変位方向に応じた箇所の
はつり調査（水路内面方向に変位している場合は地山の試掘を
伴う）により鉄筋破断の有無を確認した上で、鉄筋の再施工、
打換えや増厚等の補強工法を検討する。

対策工法選定に当たっての留意点

・対策後も、アルカリシリカ反応によるひび割れの発生・進展が
目視で確認できることが望ましい。
・表面被覆工は水路背面等から侵入した水分の発散を妨げる
おそれがあるため適用に当たっては留意する必要がある。
・アルカリシリカ反応による膨脹が収束していない時期に表面被
覆工法を施した場合、施工後に母材の膨脹に表面被覆材が追
従できずひび割れ等の変状が発生し、水分侵入抑制効果等が
十分発揮されないおそれがある。このため、表面被覆工法の適
用及び用いる材料の検討は慎重に行う必要がある。
・表面含侵工の材料で表面リチウム化合物を用いる場合、リチ
ウム化合物は環境基準や発がん性が否定できない材料である
ため、施工に当たっては留意が必要である。
・接着工法（拘束効果を期待する場合）の適用に当たっては、
開水路は部材が薄く、部材が連続しているため、補強材の巻立
て方や固定方法に留意する必要がある。

・アルカリシリカ反応の対策にあたっては、母材の残存膨脹量や骨材の反応性、追従性等の工法性能を十分踏まえた上で対策
の要否検討や工法選定を行う必要がある。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記のほか、社会的機能としての経済性（補修費、維持管理費等）や環境性（親水性等）は、劣化の進行に伴い低下する傾向が

ある。 
図 5.4-12 アルカリシリカ反応の劣化過程 

劣化過程 
本来的機能 

社会的機能※ 
構造機能 水理機能 水利用機能 

状態Ⅰ 
（潜伏期） 

－ － － － 

状態Ⅱ 
（進展期） 

ひび割れによる 
「耐久性の低下」 

－ － 
ひび割れや表面変色による 
「環境性の低下（景観悪化）」 

状態Ⅲ 
（加速期） 貫通ひび割れに

よる 
「 通 水 性 の 低 下
（漏水発生）」 
 

水理機能（通水性）
の低下による 
「送配水性の低下
（用水到達時間の
遅延）」 
 

※状態Ⅲ（加速期）以降は、錆汁による景観
悪化も発生 

 
貫通ひび割れによる 
「安全性・信頼性の低下 
（漏水事故、漏水による 
周辺地盤陥没の発生）」 

状態Ⅳ 
（劣化期） 

ひび割れの増大
や鉄筋破断によ
る 
「 力 学 的 安 全 性
の低下」 

構造機能（力学的安全性）の低下による 
「安全性・信頼性の低下（水路破損・断水による湛水被害の
発生、農業生産への影響等）」 

（劣化過程のイメージ） 
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５．４．２．４ 化学的侵食 

 

化学的侵食による劣化については、劣化進行の抑制、鉄筋腐食進行の抑制、耐荷力の向上に対応

する工法を選定する。 

 

 

【解説】 

化学的侵食は温泉地や酸性河川流域等で発生するため、農業水利施設としてのコンクリート

開水路では事例が少ない。 

 

化学的侵食の対策工は、劣化過程に応じて、劣化因子の侵入を抑制する工法、劣化部位を除

去して断面修復する工法、耐荷力を回復させるための補強工法より選定する。 

 

【Ⅰ 潜伏期の工法選定】 

原則として、継続監視とする。 

ただし、早期に化学的侵食による劣化が明らかになった場合は、特に初期の鉄筋腐食を許容

できない重要度の高い施設において、劣化因子の侵入を抑制する表面被覆工法を選定する。 

 

【Ⅱ 進展期の工法選定】 

劣化因子の侵入を抑制する表面被覆工法を選定する。また、劣化により脆弱化した層の厚さ

に応じて断面修復工の併用を検討する。 

 

【Ⅲ 加速期の工法選定】 

劣化により脆弱化した層を除去して、鉄筋防錆処理を行った後に、断面修復する工法を選定

する。さらに、その後の劣化因子の侵入を抑制するために、表面被覆工法を併用する。 

 

【Ⅳ劣化期の工法選定】 

加速期の対応方法に加えて、施工範囲や施工条件に応じて接着工法や増厚工法より選定す

る。 

また、鉄筋腐食による断面欠損が著しく耐荷力が大きく低下している場合には、鉄筋の再施

工やコンクリートの打換えを検討する。 
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